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平成27年6月24日現在

114,415 千円

18,617 千円

37,252 千円

48,955 千円

（事業費 369,568 千円）
1,615 千円

51,890 千円

73,428 千円

23,396 千円

82,462 千円

2 30,526 千円

（事業費 142,065 千円）

5,301 千円

23,776 千円

3
（事業費 109,506 千円）

4
（事業費 26,204 千円） 26,204 千円

5
（事業費 68,368 千円） 68,368 千円

法 人 会 計 管 理 費
事務局管理費、電応研管理費、共同研究棟管理費

収 益 事 業 等 会 計 施 設 貸 与 等
保険代理事業、施設貸与事業

プ ラ イ バ シ ー マ ー ク
付 与 認 定 審 査公 益 目 的 事 業 会 計 ３

プライバシーマーク付与認定審査事業

109,506 千円

共同研究成果事業化支援
地域産業活性化支援事業、財団特許関連事業

そ の 他 費 用
減価償却費　等

そ の 他 費 用
減価償却費　等

産 学 行 政 連 携 推 進 次世代マグネシウム合金フェーズⅢ推進体制強化事
業、地域イノベーション戦略支援プログラム事業、バ
イオ産業振興関連事業（地域新成長産業創出促進事
業、バイオ研究開発推進事業、食品周辺関連産業技術
振興事業）、産学連携推進事業

研 究 開 発 支 援 戦略的基盤技術高度化支援事業（旭製作所）、研究
支援推進事業公 益 目 的 事 業 会 計 ２

情 報 化 促 進 支 援
情報化基盤整備促進事業

設 備 投 資 資 金 等 支 援 設備導入支援関連事業（設備貸与事業、単県設備貸
与事業、設備資金貸付事業）、債務保証事業

企 業 人 材 育 成 熊本テクノ大学事業（田原塾、ひのくに道場、研修総
務費）、産業人材強化ワンストップサービス推進事
業、戦略産業分野中核人材育成事業、小規模事業者も
のづくり人材育成事業

ビジネスマッチング推進 ビジネスマッチング推進事業、地域中小企業販路開拓
及び情報収集・提供等支援事業、企業連携体活動促進
事業1 公 益 目 的 事 業 会 計 １

平 成 ２７ 年 度　事　業　及　び　会　計　体　系　図

経 営 相 談 ・ 指 導 事業革新支援事業（事業革新支援人材設置事業、専門
家派遣事業）、中小企業・小規模事業者ワンストップ
総合支援事業、小規模事業者等支援事業

起 業 化 支 援
インキュベーション施設運営管理事業

新 事 業 展 開 支 援 くまもと夢挑戦ファンド事業、製造品・情報成果物
販路拡大支援事業、地域中小企業外国出願支援事業
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平成２７年度 財団運営方針 

 

 我が国においては、経済政策「アベノミクス」により、円安・株高が進み、大手企業や輸

出関連企業を中心に経済効果が表れるなど、今年に入っての大幅な原油価格の急落とあいま

って、長らく停滞していた日本経済にも明るい兆しが広がり始めております。 

 

熊本県内の景気は、スマートフォン及び自動車向け半導体を中心に回復を続け、全国に追

随する形で基調的には緩やかな回復を続けています。また、消費税率引き上げに伴う駆け込

み需要の反動の影響は、全体として和らいできていますが、急速な円安は、原材料価格の高

騰などより円安ダメージを大きく受ける中小企業にとって、収益環境は引き続き厳しい状況

にあると言えます。 

  

このような中、当財団は、「熊本県産業振興ビジョン２０１１」に掲げる本県産業の未来

像「”選ばれる熊本”を実現するリーディング産業群の形成」を実現するため、熊本県と連

携し、熊本県工業界のマーケティング部として、営業機能の強化を図り、県内企業の取引の

多角化・広域化や経営相談など頑張る中小企業への支援を積極的に展開して参ります。 

 

 また、昨年６月に制定された「小規模企業振興基本法」の立法趣旨をしっかりと認識し、

小規模事業者の人的資源及び資金面等の脆弱性の改善、生産性の向上などの経営課題を解決

するため、「熊本県よろず支援拠点」をはじめ、専門家との連携による支援、商品開発、販

路開拓等の支援など、当財団の総力を結集し、小規模事業者のニーズに応じたきめ細かな支

援を積極的に行って参ります。 

 

１）総合的支援の実施 

 

 当財団は、県内中小企業のビジネスマッチング推進をはじめ事業革新支援、人材育成、創

業支援の推進など幅広い施策を展開しており、各分野が有機的に連携し、より相乗効果のあ

る総合的な支援に努めます。 

 

 また、ものづくりに取り組む小規模事業者等の経営上の課題解決に向け、昨年６月に設置

した「熊本県よろず支援拠点」のコーディネータ及びサブコーディネータによる総合的・先

進的アドバイス等を行うとともに、関係機関と連携した総合的かつ継続的なサポート体制を

構築し、中小企業・小規模事業者の経営体制をさらに強化して参ります。 
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２）企業ニーズに応えた的確なサービスの提供 

 

 財団職員が一丸となって県内企業を積極的に訪問し、企業のニーズの発掘に努めて参りま

す。また、密度の濃い企業訪問を通じ、企業との太い絆を構築するとともに、的確に企業の

ニーズに対応できるサービスを提供していきます。 

 

 さらに、大都市圏における受発注情報を積極的に収集するとともに、優れた技術や製品を

持つ県内企業との橋渡しをするため、大阪には引き続きビジネスエージェントを、また、東

京にはビジネスコーディネーターを配置します。 

 

３）関係支援機関等とのネットワークの確立 

 

 中小企業者が抱える複数の経営課題に適切に対応できるよう、プラットフォームを形成し

ている数多くの産業支援機関、行政機関、大学等との連携により、ネットワーク機能を十分

に発揮し、販路開拓、経営改善など県内企業の事業革新に向けた取り組みに対して、ワンス

トップで対応して参ります。 

 

４）目標の明確化と成果の「見える化」 

 

 事業の推進に当たっては、方向性と目標を明確にするとともに、前例踏襲ではなく、常に

改革・改善の意識を持って取り組み、成果が数値で明らかになるよう成果の「見える化」に

努めます。 

 

５）財団職員の能力向上 

 

 職員一人ひとりが、産業支援機関職員として求められるスキルアップを図るとともに、常

に企業の側に立って物事を考え、企業の課題解決を図っていくための研修等の充実に努めて

参ります。 

 

６）財務体質の改善 

 

 厳しい財政事情の中、引き続き可能な限り経費の節減に努めるとともに、基金の効率的な

運用や収益事業の拡充などによる収入の確保に努め、財務体質の改善を図って参ります。 
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平成２７年度事業計画書 

※（ ）内の数値は６月補正後の現計予算額を示し、金額単位は千円。（新）は新規事業を示す。 

 

公益目的事業 

＝中小企業支援センター＝ 

１ 経営相談・指導事業＜公１＞（114,415） 

中小企業や創業を予定している者への相談窓口を設け、経営革新、事業活動、創業

に関わる個々の相談に応じて助言を行うほか、専門家派遣、他支援機関の紹介など、

事業の各段階に応じた総合的支援を実施する。 

 

（１）事業革新支援事業（38,888） 

①事業革新支援人材設置事業（32,333）（県補助、自主） 

１）事業革新支援人材設置事業 

創業や新分野進出、経営体質強化等に取り組みたい県内企業が抱える個々の相

談に応じて、専任職員が助言・情報資料提供を実施、必要に応じて最適な他支援

機関を紹介するなど、県内企業の事業革新に向けた総合的な支援を実施する。 

（年次目標） 

相談件数：3,600 件 

支援企業数（実数）：月平均 150 社 

 

２）県北エリアセンター、県南エリアセンター、県央地域の取組み 

県北・県南企業の相談窓口として、県北エリアセンター（菊池市）、県南エリア

センター（八代市）を活用し、各エリア内の中小企業（賛助会員・受注登録企業

等）及び公的関係機関の訪問等を通じて、財団事業や国・県等支援制度の情報提

供並びに企業の現況・要望等の情報収集を行うとともに、財団事業利用の働きか

け等を行う。また、県央地域については担当者を割り当てて、企業訪問等を行う。 

（年次目標） 

訪問件数：企業 500 件、公的機関 120 件 

財団利用件数：120 件 
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②専門家派遣事業（事業革新支援事業枠、地域企業推進枠）（6,555） 

（県補助、地域産業活性化推進基金、負担金、自主） 

製造業等のものづくり企業を対象として、中小企業のあらゆる経営課題を解決

するため、経営・技術・情報等の専門的知識及び経験を有する者を専門家として

登録し、経営の向上を図る中小企業者等からの要請に応じて、登録専門家を派遣

し継続的な診断・助言を実施する。 

（年次目標） 

派遣件数：180 件 

実施企業満足度：80％以上 

（実施後の支援評価で「非常に良い」「良い」と回答した企業の割合） 

 

（２）中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業（よろず支援拠点） 

（62,259）（国委託） 

中小企業・小規模事業者の経営体制をさらに強化するための機能を有する「よろず

支援拠点」を当財団に設置しており、当財団は本事業を実施する「実施機関」として、

中小企業・小規模事業者支援に優れた能力・知識・経験等を有するコーディネーター

及びサブコーディネーターを配置し、支援機関等とネットワークを構築し、中小企

業・小規模事業者への①「総合的・先進的経営アドバイス」、②「支援チーム等編成

を通じた支援」、③「支援機関等の紹介」等を実施する。 

（年次目標） 

相談件数：1,700 件 

来訪相談件数：1,560 件 

ネットワーク構築件数：30 件 

  （ネットワーク構築先は、支援機関、金融機関及び専門家を対象とする。） 

 

（３）（新）小規模事業者等支援事業（13,268）（県委託） 

平成２６年６月に当財団内に開設した「よろず支援拠点」（中小企業・小規模事業

者ワンストップ総合支援事業）を補完しながら、ものづくりに取り組む県内小規模事

業者等の経営上の課題解決に向けた相談への対応や、専門家、商工団体等と連携した

総合的かつ継続的なサポート体制の構築を行い、以て県内小規模事業者等の活性化を

図る。 

（年次目標） 

相談件数：240 件 

訪問件数：72 件 
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２ 起業化支援事業＜公１＞（18,617） 

（１）インキュベーション施設運営管理事業（18,617）（県委託、自主） 

インキュベーション施設「夢挑戦プラザ２１」、「夢挑戦プラザ県北」及び「夢挑戦プラ

ザ県南」の管理運営を行い、インキュベーションマネージャーを配置して、入居企業の募

集、入居者の起業化に対する支援を行う。また、くまもと大学連携インキュベータにも引

き続き職員を派遣して起業化に対する支援を行うとともに、新事業の創出及び雇用の増大

を図る。 

（年次目標） 

入居率：70％（くまもと大学連携インキュベータ含む入居率:80％） 

企業相談対応件数：520 件 

   

３ 新事業展開支援事業＜公１＞（37,252） 

県内中小企業者の新事業展開を支援するために商品及び技術の開発費用や販路開拓

費用を助成する。また、販路開拓を支援するために県内中小企業者が展示会に出展した

場合の費用の助成を行う。さらに、海外展開を希望する中小企業者に多大な費用を要す

る海外特許等の出願の助成を行うことで、県内中小企業者の発展に寄与する。 

 

（１）くまもと夢挑戦ファンド事業（28,766）（夢挑戦ファンド事業基金） 

中小企業基盤整備機構の「地域中小企業応援ファンド」を活用した「くまもと夢挑

戦ファンド」（基金）の運用益により、県内中小企業の「地域産業資源を活用した取

組み」、「成長分野における取組み」、「産業支援機関等における取組み」に対して助成

を行い、地域経済の活性化を図る。 

（年次目標） 

申請件数： 

 ・地域資源分野 3 件 ・成長分野 9 件 ・産業支援機関等 2 件  計 14 件 

 

（２）製造品・情報成果物販路拡大支援事業（4,207）（地域産業活性化推進基金） 

製造品及び情報成果物の販路拡大に意欲的に取り組んでいる県内中小企業等に対

し、展示会等への出展に係る小間料等出展経費の一部を助成し、県外企業等へ提案す

る取組みを支援する。 

（年次目標） 

助成企業数：12 社 

助成先のうち「売上増または販路開拓に繋がる効果が高い（やや高いを含む）」と回

答した企業の割合：100％        
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（３）地域中小企業外国出願支援事業（4,279）（国補助） 

県内中小企業の海外展開を促進するため、外国への事業展開等を計画している中小

企業の外国出願（特許出願、実用新案登録出願、意匠登録出願、商標登録出願、冒認

商標対策商標出願）に係る費用を助成する。 

（年次目標） 

採択件数：4件 

 

４ ビジネスマッチング推進事業＜公１＞（48,955） 

「熊本県産業振興ビジョン 2011」では、本県経済は、県域外収支が赤字で、その主

な要因として製造業が県域外に自社製品を販売している割合が低いことをあげてい

る。そこで、同ビジョンに基づき、県工業界のマーケティング部（営業部）として、

県境を超えた取引拡大の推進を目的とし、さらに県内企業が大都市圏等の企業との新

製品開発、課題解決、試作案件へ参入するための仕組みの構築を目指して、以下の事

業を実施する。 

 

（１）ビジネスマッチング推進事業（事業革新支援事業再掲）（40,360）（県補助、自主）／

地域中小企業販路開拓及び情報収集・提供等支援事業（4,648）（地域産業活性化推進

基金） 

専任スタッフ、大阪ビジネスエージェント、東京ビジネスコーディネーター、自動

車関連取引コーディネーターを配置し、企業訪問等を通した発注企業のニーズ情報や

受注企業のシーズ情報等の収集・提供により県内受注企業と県内外発注企業との取引

を推進する。また、単県及び合同商談会の開催、関西機械要素技術展での財団ブース

の設置を通して、県内企業に県外企業へ提案する機会を提供する。さらに、関係機関

と連携し、大手企業等によるオープンイノベーションに係るニーズ情報の収集・提供

を推進する。併せて、顧問弁護士を配置し、取引に係る相談に対応する。 

（年次目標） 

マッチング件数：460 件 

成約件数：50 件 

成約金額：100,000 千円 

企業訪問件数：920 件 

取引に係る相談件数：40 件 
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（２）企業連携体活動促進事業（3,947）（県委託） 

大手企業からの受注獲得には複数工程によるモジュール製作対応が今後は鍵とな

るため、既存・新規問わず結成された企業連携体の活動を促進するため、コーディネ

ーターを配置し、企業連携体による大手企業への共同技術提案会を通した売り込み活

動を支援する。 

（年次目標） 

※県の仕様書に基づき設定。 

【参考】平成 26 年度年次目標 

共同技術提案会の開催：4回程度 

企業連携体によるモジュール品受注等：1件以上 

       

５ 情報化促進支援事業＜公１＞（1,615） 

（１）情報化基盤整備促進事業（1,615）（情報化基盤整備促進事業基金） 

高度情報化社会が進展する中、大企業と中小企業との情報格差を是正するため、他

支援機関と連携して、支援機関共催セミナーを開催し、ＩＴ技術の理解とスキルアッ

プを図る。 

（年次目標） 

受講者満足度：80％以上 

（「満足（大変よかった）」「やや満足（よかった）」と回答した割合） 

       

６ 設備投資資金等支援事業＜公１＞（51,890） 

小規模事業者等においては、設備投資や研究開発を行う際に金融機関からの資金調

達が困難な場合がある。そこで、小規模企業者等が創業・経営基盤の強化のために行

った設備導入資金の債権管理や研究開発に必要な資金の調達を計画的に実施できる

ことを目的として、以下の事業を実施する。 

 

（１）設備導入支援関連事業（設備貸与事業、単県設備貸与事業、設備資金貸付事業） 

（48,485）（自主） 

平成 27 年 3 月に小規模企業者等設備導入資金助成法が廃止されるため、平成 27 年

度は、既存貸与先の債権管理、特に未収債権の回収を推進する。 

（年次目標） 

未収債権の回収額：5,165 千円 
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（２）債務保証事業（3,405）（債務保証事業基金、自主） 

研究開発資金の借入が必要な中小企業に対し、借入金額の 80％で 20,000 千円を限

度とした無担保の債務保証を行うことにより、研究開発資金の調達を支援する。 

（年次目標） 

新規保証額：20,000 千円 

代位弁済金回収額：624 千円 

     

７ 企業人材育成事業＜公１＞（73,428） 

 地域産業の産業人材育成を図るため階層別や専門別の教育プログラムを実施し、県

内産業の発展に貢献する人材の育成を行う。また、県内機関がそれぞれで実施してい

る人材育成、確保事業について情報を一元化等することで、地域企業が人材育成、確

保に取り組みやすい環境づくりを整え地域産業の人材育成に寄与する。 

 

（１）熊本テクノ大学事業（17,968） 

①田原塾（8,151）（自主） 

田原塾は「企業の発展は人づくりから」との理念に基づき、平成元年にスタートし

た年間スパンの経営者・管理者養成塾。国内外で活躍する経営、世界情勢、文化・ス

ポーツなど一流の講師陣や創業者、現役経営者の講義を中心としたカリキュラムであ

り、経営者・管理者及び後継者の育成、管理スキルの向上を図る。 

（年次目標） 

受講生数：15 人 

受講生の満足度：75％以上 

（５段階評価のうち、「高く評価する」、「評価する」と回答した割合） 

 

②ひのくに道場（5,600）（自主） 

「ひのくに道場」は、地場企業の生産現場力の強化を図る目的で平成 11 年から実

施しているもので、これまでに 599 名が参加している。生産現場における作業のロス

や設備のロスを見つけ出し、ムダを徹底的に排除するという現場改善の基本を学ぶ講

座を実施する。 

（年次目標） 

受講生の満足度：90％以上 

（５段階評価のうち、「高く評価する」、「評価する」と回答した割合） 

受講生窓口責任者の満足度：90％以上 

（５段階評価のうち、「高く評価する」、「評価する」と回答した割合） 

受講生改善活動実績：90％以上 

（改善活動状況として、「実行している」、「実行への計画中」と回答 

した割合） 
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③研修総務費（4,217）（人材育成事業基金） 

 熊本テクノ大学事業担当者の人件費、旅費及び庁費など。 

 

（２）産業人材強化ワンストップサービス推進事業（9,006）（県委託） 

県内企業等が人材育成・確保に取り組みやすい環境を整えるとともに、人材面から

支援するため、｢産業人材強化ワンストップサービス推進事業｣を県から受託して実施

する。 

（年次目標） 

ポータルサイト｢ジョブチャンネルくまもと｣ 

アクセス件数：40,000 件 

｢ものづくり中核人材育成事業｣ 

専門家派遣回数：52 回 

支援企業の満足度：90％以上 

（実施後の支援評価で「大変役に立った」「役に立った」と回答した企業の割合） 

 

（３）戦略産業分野中核人材育成事業（17,645）（県委託） 

県からの受託事業で、「くまもと雇用創出総合プロジェクト」の指定主要業種であ

る食料品産業の開発・製作・販売に係る企業等が、主に自社内で実施する計画的な技

術指導・教育訓練に、個別のニーズに対応した外部講師を派遣し、企業の中核となる

技術者等の育成を支援する。 

（年次目標） 

専門家派遣回数：160 回 

支援企業の満足度：90％以上 

（実施後の支援評価で「大変役に立った」「役に立った」と回答した企業の割合） 

 

（４）（新）小規模事業者ものづくり人材育成事業（28,809）（県委託） 

県からの受託事業で、県内企業の大多数を占める小規模事業者の中で、製造系企業

に対し、講師派遣による技術指導の実施や企業の雇用による人材育成を支援すること

により、技術力の向上による競争力を強化し、従業員の処遇改善や雇用の創出につな

げる。 

（年次目標） 

専門家派遣回数：64 回 

支援企業の満足度：90％以上 

（実施後の支援評価で「大変役に立った」「役に立った」と回答した企業の割合） 

技術者を雇用した企業数：4社 

技術者を雇用した企業の正社員率：75%以上 
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＝産学連携推進センター＝ 

８ 産学行政連携推進事業＜公２＞（82,462） 

地域産業の発展に寄与するため、産学行政の連携を促し、国、県が実施する産学連携

支援策を積極的に活用して、産学連携による共同研究開発事業を支援するとともに、共

同研究の中で生まれた成果の事業化に向けた取組みを支援する。 

また、本県を始め九州地域で盛んな食品、環境等の分野においてバイオテクノロジー

の振興を図るため、地域新成長産業創出促進事業（通称：九州地域バイオクラスター推

進事業）やバイオ研究開発推進事業等を積極的に推進する。 

 

（１）次世代マグネシウム合金フェーズⅢ推進体制強化事業（11,903） 

（県補助、技術振興基金、自主） 

平成 18 年 12 月から平成 23 年 11 月まで実施されたＪＳＴの地域結集型研究開発プ

ログラム「次世代耐熱マグネシウム合金の基盤技術開発」の成果を受け、平成 23 年

12 月から５年間で事業化の推進を図ることとし、次世代マグネシウム合金フェーズⅢ

推進体制強化事業により、試作品作製に取り組む企業への支援や成果普及のための県

内外の展示会への出展、有望なユーザー企業の新規開拓を行い、事業化を促進する。 

（年次目標） 

新事業支援プロジェクトチームの設置件数：3件 

展示会等への出展支援回数：13 回 

県内企業の参加を目的とした各種研修会への参加県内企業数：16 社 

試作品作製支援件数：4件  

 

（２）地域イノベーション戦略支援プログラム事業（37,290）（国補助） 

有機材料の研究開発及び製造評価装置技術の集積を活かし、グローバル化する半導

体産業の次なる展開として、有機エレクトロニクスを地域の次世代リーディング産業

に育成するため、国の補助事業「地域イノベーション戦略支援プログラム」を活用し、

「人材育成プログラムの開発と実施」及び研究シーズと企業ニーズのマッチング等に

よる「知のネットワーク」構築等の活動により、地域イノベーションの創出を図る。 

（年次目標） 

人材育成セミナー満足度：80％以上 

（アンケートの４段階評価中「大変満足」「満足」とした者の割合） 

地域連携コーディネータが支援したプロジェクトの国プロ獲得数：2件 

国の当プログラムへの最終評価：「Ａ」以上 

（評価は中間評価と同様の「Ｓ」「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」の４段階評価を想定） 
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（３）バイオ産業振興関連事業（30,969） 

①地域新成長産業創出促進事業（通称：九州地域バイオクラスター推進事業） 

（13,500）（国委託、国補助、負担金） 

九州の農林水産物を活用した機能性食品の製品化・販路拡大のため、「九州地域バ

イオクラスター戦略ビジョン」（経済産業省策定）の推進機関である「九州地域バイ

オクラスター推進協議会」の事務局として、ネットワーク形成、新事業創出、連携促

進、販路開拓、情報提供等の事業を実施する。 

（年次目標） 

新規会員数：17 社･人 

事業化発掘案件支援数：5件 

会員企業による新規商品の発売件数：10 件 

展示会・商談会等の開催によるマッチング数：50 件 

展示会・商談会等の開催による成約数：5件 

 

②バイオ研究開発推進事業（13,700）（バイオ研究開発基金、負担金） 

県内企業及び大学等をはじめとする産学行政の連携によりバイオテクノロジー技

術の普及、啓発を図るとともに、県内企業等の研究開発や高付加価値な商品づくり及

び事業化を促進する。また、バイオサポート事業顧問を配置し、要請者への支援、コ

ーディネートを提供する。 

（年次目標） 

高校生バイオ研究発表会エントリー件数：30 件 

機能性評価、分析に係る助成件数：4件 

顧問派遣先の満足度：85％以上  

（実施後の支援評価で「満足」「やや満足」と回答した割合） 

 

③食品周辺関連産業技術振興事業（3,769）（県委託） 

「県南フードバレーの推進」のためにコーディネータを委嘱し、食品製造業及び農

業現場のニーズと食品周辺関連産業の新技術のシーズ発掘を行い、両者をコーディ

ネートすることで潜在的事業化案件を創出する。県主催の審査会でそれらを審議し、

有望案件については、ＦＳ（事業化可能性調査）として事業化を目指したフォロー

を実施する。 

（年次目標） 

潜在的事業化案件の創出件数：20 件 

事業化可能性調査（ＦＳ調査）移行案件数：3件 
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（４）（新）産学連携推進事業（2,300）（技術振興基金、負担金） 

産学連携を推進するため、県内企業や大学等に対し、それぞれのニーズに応じたコ

ーディネートの実施や、財団等が有する情報・サービスの提供を行う。また、過去に

終了した産学連携による研究開発事業等の成果の事業化に向け、当該事業等に参画し

た企業等のニーズに応じた継続的な支援を行う。 

加えて、産学行政が一体となり地域産業の技術の高度化と関係企業の振興を目的と

する「くまもと技術革新･融合研究会(ＲＩＳＴ)」の事務局としてＲＩＳＴ会員企業

等の研究開発活動を側面的に支援するとともに、ＲＩＳＴと連携し月例フォーラム等

を開催する。 

こうした取組みにより県内企業の産学行政の連携による研究開発等を総合的に推

進し、関係企業の振興に資する。 

（年次目標） 

コーディネート及び産学連携事業のフォローアップ活動回数：12 回以上 

技術検討会開催回数： 32 回 

ＲＩＳＴ月例フォーラム等開催回数：12 回 

 

９ 研究開発支援事業＜公２＞（30,526） 

高度な技術開発を目指すものづくり中小企業が、国（経産省）の補助等を受け、大学

や公設試等とともに製品化につながる可能性の高い研究・技術開発から実用化までの取

組みを進めるにあたり、当財団が事業管理機関として支援を行う。 

 

（１）戦略的基盤技術高度化支援事業（旭製作所）（30,000）（国補助） 

㈱旭製作所（荒尾市）が中心となり、ソーダ石灰ガラスの洗浄や加工に利用さ

れ、多量に排出されるフッ化水素酸を含むガラス洗浄液について、その洗浄能力を回

復させ、廃酸を削減すると同時に、エッチングで消費されたフッ素を完全にリサイク

ルし、スタート材料を安価な化学物質に置き換える経済性の高いシステムの開発に取

り組む。 

（年次目標） 

研究開発テーマの当年度計画：達成 

 

（２）研究支援推進事業（526）（自主） 

    国、県等公募事業に係るコーディネート活動や、過去に終了した事業のフォローア 

ップ調査を実施するための旅費等。 
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１０ 共同研究成果事業化支援事業＜公２＞（5,301） 

地場の産学連携のため、シーズ・ニーズ情報のマッチングを図り、事業化を促進する。 

 

（１）地域産業活性化支援事業（3,450）（地域産業活性化支援基金） 

技術、補助金等情報の収集や企業への情報提供などにより産学連携を総合的に推進

するための人件費及び旅費等。 

 

（２）財団特許関連事業（1,851）（自主） 

財団所有特許等の維持管理及び実施許諾契約に基づく実施料収入確保に必要な事

後管理等を行う。 

（年次目標） 

財団所有の特許権及び商標権について適正な管理を行う。また、実施料等の徴収を

行う。 

 

＝プライバシーマーク審査センター＝ 

１１ プライバシーマーク付与認定審査事業＜公３＞（109,506） 

経済産業省所管の一般財団法人日本情報経済社会推進協会（東京都港区）が統括する 

プライバシーマーク制度のうち、九州・沖縄地域の事業者を主な対象に、マークの付与

適格性を審査、認定する事業である。 

個人情報保護に取り組む事業者に対し、第三者として認証する本制度の一審査機関と

して、審査活動と制度の維持を通じて、社会、とりわけ九州・沖縄地域の情報保護機運

を醸成することを事業活動の主眼に据えている。 

 

（１）プライバシーマーク付与認定審査事業（109,506）（自主） 

プライバシーマーク付与認定に係る申請受付・審査・決定報告といった審査管理業務

や付与適格性の意思決定を行う「審査会」の設置運営業務を実施する。 

また、対象地域のマーク取得事業者のうち新任の担当者や、新規申請を目指す事業者

向けに、制度や保護運用に関する知識習得を目的とした研修会を開催し、更新や新規申

請数の維持と向上を図る。 

（年次目標） 

新規申請受付件数：42 件 

更新申請受付件数：253 件 

新任担当者及び新規申請を目指す事業者向け研修会参加者の満足度：80％以上 

（実施後のアンケートで「満足」「やや満足」と回答した割合） 
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収益事業 

１２ 施設貸与等事業＜収１＞（26,204） 

財団の収益事業として以下の事業を実施する。 

 

（１）保険代理事業（876）（自主） 

くまもと共済（熊本県火災共済協同組合／熊本県中小企業共済協同組合）が取り扱う

火災共済、自動車共済等について、各種手続きや掛金の徴収・払込など保険代理業務を

行う。 

（年次目標） 

手数料収入：951 千円 

 

（２）施設貸与事業（25,328）（自主） 

当財団の空き室の賃貸借及び会議室等の有料貸出並びに㈱テクノインキュベーシ 

ョンセンターからの委託を受け当センターの運営事務を行う。 

（年次目標） 

財団施設入居率：90％  
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(単位：円）

２７年度当初予算額 ６月補正額 合計（補正後予算額） 備考

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 11,924,000 0 11,924,000

基本財産受取利息 11,924,000 0 11,924,000

特定資産運用益 60,432,000 0 60,432,000

特定資産受取利息 60,432,000 0 60,432,000

受取会費 3,170,000 0 3,170,000

会員受取会費 3,170,000 0 3,170,000

事業収益 193,734,000 0 193,734,000

設備貸与事業収益 40,863,000 0 40,863,000

その他収益 140,000 0 140,000

保険代理事業収益 951,000 0 951,000

受講料収益 13,900,000 0 13,900,000

121,530,000 0 121,530,000

財産貸付収益 11,675,000 0 11,675,000

著作権等受取使用料 2,291,000 0 2,291,000

保証料収益 2,384,000 0 2,384,000

受取補助金等 318,466,000 4,500,000 322,966,000

受取補助金 147,332,000 2,000,000 149,332,000

受託事業収益 171,134,000 2,500,000 173,634,000

受取負担金 3,618,000 1,000,000 4,618,000

1,895,000 0 1,895,000

750,000 0 750,000

207,000 0 207,000

受取その他の負担金 766,000 1,000,000 1,766,000

雑収益 4,540,000 0 4,540,000

受取利息 74,000 0 74,000

雑収益 4,466,000 0 4,466,000

経常収益計 595,884,000 5,500,000 601,384,000
（２）経常費用

事業費 641,843,000 5,500,000 647,343,000

割賦販売原価 32,281,000 0 32,281,000

ﾘｰｽ原価 7,687,000 0 7,687,000

ﾘｰｽﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ原価 41,000 0 41,000

委員報酬 1,330,000 0 1,330,000

給料手当 100,884,000 0 100,884,000

臨時雇賃金 92,714,000 1,184,000 93,898,000

福利厚生費 25,032,000 0 25,032,000

旅費交通費 62,682,000 1,617,000 64,299,000

通信運搬費 5,529,000 △ 34,000 5,495,000

減価償却費 9,866,000 0 9,866,000

消耗什器備品費 1,500,000 0 1,500,000

消耗品費 8,951,000 0 8,951,000

修繕費 2,586,000 0 2,586,000

印刷製本費 3,844,000 0 3,844,000

広告宣伝費 6,825,000 0 6,825,000

水道光熱費 7,533,000 0 7,533,000

燃料費 324,000 0 324,000

原材料費 688,000 0 688,000

食糧費 753,000 0 753,000

資料購入費 1,329,000 0 1,329,000

会議費 175,000 0 175,000

渉外費 288,000 0 288,000

研修費 230,000 0 230,000

諸謝金 114,201,000 80,000 114,281,000

使用料及び賃借料 24,792,000 505,000 25,297,000

損害保険料 661,000 0 661,000

保守点検費 4,024,000 0 4,024,000

委託料 18,563,000 2,148,000 20,711,000

支払手数料 235,000 0 235,000

租税公課 8,168,000 0 8,168,000

負担金 5,777,000 0 5,777,000

特許出願料 570,000 0 570,000

助成金 80,628,000 0 80,628,000

雑費 11,152,000 0 11,152,000

受取人件費負担金

共済掛金

平成２７年度正味財産増減現計予算書内訳表
平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで

科     目
財団全体

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾏｰｸ事業収益

受取専門家派遣負担金

(1/2)
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(単位：円）

２７年度当初予算額 ６月補正額 合計（補正後予算額） 備考

平成２７年度正味財産増減現計予算書内訳表
平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで

科     目
財団全体

管理費 68,368,000 0 68,368,000

役員報酬 5,978,000 0 5,978,000

給料手当 4,486,000 0 4,486,000

臨時雇賃金 9,602,000 0 9,602,000

共済給付金 508,000 0 508,000

退職給付費用 0 0 0

福利厚生費 5,746,000 0 5,746,000

退職給付引当金繰入 4,051,000 0 4,051,000

旅費交通費 800,000 0 800,000

通信運搬費 1,096,000 0 1,096,000

減価償却費 14,717,000 0 14,717,000

消耗品費 223,000 0 223,000

修繕費 1,040,000 0 1,040,000

工事請負費 500,000 0 500,000

印刷製本費 119,000 0 119,000

水料光熱費 3,706,000 0 3,706,000

燃料費 180,000 0 180,000

新聞図書費 307,000 0 307,000

交際費 60,000 0 60,000

研修費 510,000 0 510,000

使用料及び賃借料 2,424,000 0 2,424,000

災害保険料 1,014,000 0 1,014,000

保守点検費 2,415,000 0 2,415,000

委託料 6,185,000 0 6,185,000

支払手数料 830,000 0 830,000

租税公課 1,610,000 0 1,610,000

諸会費 111,000 0 111,000

雑費 100,000 0 100,000

支払利息 50,000 0 50,000

経常費用計 710,211,000 5,500,000 715,711,000

△ 114,327,000 0 △ 114,327,000

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損益等 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 △ 114,327,000 0 △ 114,327,000

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

引当金取崩額 10,312,000 0 10,312,000

準備金取崩額 508,000 0 508,000

退職給付引当金取崩額 0 0 0

貸倒引当金取崩額 9,804,000 0 9,804,000

経常外収益計 10,312,000 0 10,312,000

（２）経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 10,312,000 0 10,312,000

他会計振替額 0 0 0

△ 104,015,000 0 △ 104,015,000

一般正味財産期首残高 4,123,536,692 0 4,123,536,692

一般正味財産期末残高 4,019,521,692 0 4,019,521,692

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取補助金等 0 0 0

一般正味財産への振替額 0 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 3,269,930,000 0 3,269,930,000

指定正味財産期末残高 3,269,930,000 0 3,269,930,000

Ⅲ　正味財産期末残高 7,289,451,692 0 7,289,451,692

評価損益等調整前当期経常増減額

当期一般正味財産増減額

(2/2)
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(単位：円）
収 益 事 業 等 合 計 （ B) 合 　 計

公 １中 小 企 業 支 援 事 業 公 ２産 学 連 携 推 進 事 業 公 ３Pﾏｰｸ審 査 事 業 公 益 事 業 計 （ A+ B+ C )

(a) (b) （ ｃ） （ a+ b+ c )

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 17,000 0 0 17,000 0 11,907,000 11,924,000

基本財産受取利息 17,000 0 0 17,000 0 11,907,000 11,924,000

特定資産運用益 38,647,000 10,629,000 0 49,276,000 0 11,156,000 60,432,000

特定資産受取利息 38,647,000 10,629,000 0 49,276,000 0 11,156,000 60,432,000

受取会費 0 0 0 0 0 3,170,000 3,170,000

会員受取会費 0 0 0 0 0 3,170,000 3,170,000

事業収益 57,147,000 2,291,000 121,670,000 181,108,000 12,626,000 0 193,734,000

設備貸与事業収益 40,863,000 0 0 40,863,000 0 0 40,863,000

その他収益 0 0 140,000 140,000 0 0 140,000

保険代理事業収益 0 0 0 0 951,000 0 951,000

受講料収益 13,900,000 0 0 13,900,000 0 0 13,900,000

0 0 121,530,000 121,530,000 0 0 121,530,000

財産貸付収益 0 0 0 0 11,675,000 0 11,675,000

著作権等受取使用料 0 2,291,000 0 2,291,000 0 0 2,291,000

保証料収益 2,384,000 0 0 2,384,000 0 0 2,384,000

受取補助金等 227,251,000 88,001,000 0 315,252,000 7,714,000 0 322,966,000

受取補助金 75,600,000 73,732,000 0 149,332,000 0 0 149,332,000

受託事業収益 151,651,000 14,269,000 0 165,920,000 7,714,000 0 173,634,000

受取負担金 1,895,000 2,516,000 0 4,411,000 0 207,000 4,618,000

1,895,000 0 0 1,895,000 0 0 1,895,000

0 750,000 0 750,000 0 0 750,000

0 0 0 0 0 207,000 207,000

受取その他の負担金 0 1,766,000 0 1,766,000 0 0 1,766,000

雑収益 1,976,000 0 1,000 1,977,000 2,561,000 2,000 4,540,000

受取利息 68,000 0 1,000 69,000 3,000 2,000 74,000

雑収益 1,908,000 0 0 1,908,000 2,558,000 0 4,466,000

経常収益計 326,933,000 103,437,000 121,671,000 552,041,000 22,901,000 26,442,000 601,384,000
（２）経常費用

事業費 369,568,000 142,065,000 109,506,000 621,139,000 26,204,000 0 647,343,000

割賦販売原価 32,281,000 0 0 32,281,000 0 0 32,281,000

ﾘｰｽ原価 7,687,000 0 0 7,687,000 0 0 7,687,000

ﾘｰｽﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ原価 41,000 0 0 41,000 0 0 41,000

委員報酬 20,000 176,000 1,134,000 1,330,000 0 0 1,330,000

給料手当 63,464,000 20,124,000 13,891,000 97,479,000 3,405,000 0 100,884,000

臨時雇賃金 40,658,000 38,742,000 10,207,000 89,607,000 4,291,000 0 93,898,000

福利厚生費 9,592,000 10,348,000 3,827,000 23,767,000 1,265,000 0 25,032,000

旅費交通費 24,721,000 14,925,000 24,648,000 64,294,000 5,000 0 64,299,000

通信運搬費 3,401,000 874,000 1,188,000 5,463,000 32,000 0 5,495,000

減価償却費 2,889,000 581,000 945,000 4,415,000 5,451,000 0 9,866,000

消耗什器備品費 0 0 1,500,000 1,500,000 0 0 1,500,000

消耗品費 4,587,000 2,928,000 1,286,000 8,801,000 150,000 0 8,951,000

修繕費 1,498,000 107,000 120,000 1,725,000 861,000 0 2,586,000

印刷製本費 2,457,000 590,000 752,000 3,799,000 45,000 0 3,844,000

広告宣伝費 5,595,000 1,230,000 0 6,825,000 0 0 6,825,000

水道光熱費 2,830,000 278,000 245,000 3,353,000 4,180,000 0 7,533,000

燃料費 324,000 0 0 324,000 0 0 324,000

原材料費 0 688,000 0 688,000 0 0 688,000

食糧費 633,000 0 120,000 753,000 0 0 753,000

資料購入費 1,012,000 179,000 138,000 1,329,000 0 0 1,329,000

会議費 122,000 17,000 36,000 175,000 0 0 175,000

渉外費 168,000 120,000 0 288,000 0 0 288,000

研修費 230,000 0 0 230,000 0 0 230,000

諸謝金 67,298,000 4,995,000 41,988,000 114,281,000 0 0 114,281,000

使用料及び賃借料 15,635,000 5,168,000 3,154,000 23,957,000 1,340,000 0 25,297,000

損害保険料 367,000 23,000 30,000 420,000 241,000 0 661,000

保守点検費 1,894,000 202,000 1,034,000 3,130,000 894,000 0 4,024,000

委託料 8,728,000 9,139,000 282,000 18,149,000 2,562,000 0 20,711,000

支払手数料 233,000 0 0 233,000 2,000 0 235,000

租税公課 2,912,000 1,607,000 2,269,000 6,788,000 1,380,000 0 8,168,000

負担金 4,600,000 483,000 694,000 5,777,000 0 0 5,777,000

特許出願料 0 570,000 0 570,000 0 0 570,000

助成金 54,412,000 26,216,000 0 80,628,000 0 0 80,628,000

雑費 9,279,000 1,755,000 18,000 11,052,000 100,000 0 11,152,000

公益財団法人 くまもと産業支援財団

平成２７年度正味財産増減現計予算書内訳表
平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで

科     目

公 益 目 的 事 業 合 計 （ A）

法 人 会 計 （ C )
収 １施 設 貸 与 等 事 業

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾏｰｸ事業収益

受取専門家派遣負担金

受取人件費負担金

共済掛金

(1/2)
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(単位：円）
収 益 事 業 等 合 計 （ B) 合 　 計

公 １中 小 企 業 支 援 事 業 公 ２産 学 連 携 推 進 事 業 公 ３Pﾏｰｸ審 査 事 業 公 益 事 業 計 （ A+ B+ C )

(a) (b) （ ｃ） （ a+ b+ c )

公益財団法人 くまもと産業支援財団

平成２７年度正味財産増減現計予算書内訳表
平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで

科     目

公 益 目 的 事 業 合 計 （ A）

法 人 会 計 （ C )
収 １施 設 貸 与 等 事 業

管理費 0 0 0 0 0 68,368,000 68,368,000

役員報酬 0 0 0 0 0 5,978,000 5,978,000

給料手当 0 0 0 0 0 4,486,000 4,486,000

臨時雇賃金 0 0 0 0 0 9,602,000 9,602,000

共済給付金 0 0 0 0 0 508,000 508,000

退職給付費用 0 0 0 0 0 0 0

福利厚生費 0 0 0 0 0 5,746,000 5,746,000

退職給付引当金繰入 0 0 0 0 0 4,051,000 4,051,000

旅費交通費 0 0 0 0 0 800,000 800,000

通信運搬費 0 0 0 0 0 1,096,000 1,096,000

減価償却費 0 0 0 0 0 14,717,000 14,717,000

消耗品費 0 0 0 0 0 223,000 223,000

修繕費 0 0 0 0 0 1,040,000 1,040,000

工事請負費 0 0 0 0 0 500,000 500,000

印刷製本費 0 0 0 0 0 119,000 119,000

水料光熱費 0 0 0 0 0 3,706,000 3,706,000

燃料費 0 0 0 0 0 180,000 180,000

新聞図書費 0 0 0 0 0 307,000 307,000

交際費 0 0 0 0 0 60,000 60,000

研修費 0 0 0 0 0 510,000 510,000

使用料及び賃借料 0 0 0 0 0 2,424,000 2,424,000

災害保険料 0 0 0 0 0 1,014,000 1,014,000

保守点検費 0 0 0 0 0 2,415,000 2,415,000

委託料 0 0 0 0 0 6,185,000 6,185,000

支払手数料 0 0 0 0 0 830,000 830,000

租税公課 0 0 0 0 0 1,610,000 1,610,000

諸会費 0 0 0 0 0 111,000 111,000

雑費 0 0 0 0 0 100,000 100,000

支払利息 0 0 0 0 0 50,000 50,000

経常費用計 369,568,000 142,065,000 109,506,000 621,139,000 26,204,000 68,368,000 715,711,000

△ 42,635,000 △ 38,628,000 12,165,000 △ 69,098,000 △ 3,303,000 △ 41,926,000 △ 114,327,000

基本財産評価損益等 0 0 0 0 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0 0 0 0 0

投資有価証券評価損益等 0 0 0 0 0 0 0

評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 42,635,000 △ 38,628,000 12,165,000 △ 69,098,000 △ 3,303,000 △ 41,926,000 △ 114,327,000

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

引当金取崩額 9,804,000 0 0 9,804,000 0 508,000 10,312,000

準備金取崩額 0 0 0 0 0 508,000 508,000

退職給付引当金取崩額 0 0 0 0 0 0 0

貸倒引当金取崩額 9,804,000 0 0 9,804,000 0 0 9,804,000

経常外収益計 9,804,000 0 0 9,804,000 0 508,000 10,312,000

（２）経常外費用 0

経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 9,804,000 0 0 9,804,000 0 508,000 10,312,000

他会計振替額 0 0 0 0 0 0 0

△ 32,831,000 △ 38,628,000 12,165,000 △ 59,294,000 △ 3,303,000 △ 41,418,000 △ 104,015,000

一般正味財産期首残高 1,532,347,902 1,040,328,865 153,124,272 2,725,801,039 2,255,474 1,395,480,179 4,123,536,692

一般正味財産期末残高 1,499,516,902 1,001,700,865 165,289,272 2,666,507,039 △ 1,047,526 1,354,062,179 4,019,521,692

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取補助金等 0 0 0 0 0 0 0

一般正味財産への振替額 0 0 0 0 0 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 1,337,000,000 1,254,000,000 0 2,591,000,000 0 678,930,000 3,269,930,000

指定正味財産期末残高 1,337,000,000 1,254,000,000 0 2,591,000,000 0 678,930,000 3,269,930,000

Ⅲ　正味財産期末残高 2,836,516,902 2,255,700,865 165,289,272 5,257,507,039 △ 1,047,526 2,032,992,179 7,289,451,692

評価損益等調整前当期経常増減額

当期一般正味財産増減額

(2/2)
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